
令和７年度　ファイルサーバシステム機器等賃貸借
No. 項目名等 質問内容 回答内容

1  ３－３ ネットワーク機器のハードウェア仕様
サービス用L2スイッチ、管理用L2スイッチのハードウェア仕様
ネットワーク インターフェース
・1000BASE-Tに対応するポートをXXポート以上有すること

サービス用L2スイッチ、管理用L2スイッチのネットワークインターフェースの仕様ついて
「1000BASE-Tに対応するポートをXXポート以上有すること」とございますが、既設環境のコア
L3スイッチ、レプリケーション用L3スイッチとL2スイッチ間の接続インタフェース仕様は何が利用可
能でしょうか。
（10GBASE-T、1000BASE-T、10GBASESR、10GBASE-LR 等）

仕様書３－３に記載の1000BASE-Tが利用可能となります。

2  ３－３ ネットワーク機器のハードウェア仕様
サービス用L2スイッチ、管理用L2スイッチのハードウェア仕様
ネットワーク インターフェース
・1000BASE-Tに対応するポートをXXポート以上有すること

サービス用L2スイッチ、管理用L2スイッチのネットワークインターフェースの仕様ついて
「1000BASE-Tに対応するポートをXXポート以上有すること」とございますが、「10GBASE-T」
などの上位の帯域を持つインターフェースを指定のポート数用意した場合、要件を満たす事になり
ますでしょうか。

1000BASE-Tと互換性があるネットワークインターフェースであれば、「10GBASE-T」などの上位の帯
域を持つインターフェースで問題ありません。

3 ３－２ 仮想基盤サーバのハードウェア仕様
３－２－２ 仮想基盤サーバ#1(設置場所A)のハードウェア仕様
表３－２－２︓仮想基盤サーバ#1(設置場所A)のハードウェア仕様
CPU︓1プロセッサあたり28コア以上有すること

３－２－３ 仮想基盤サーバ#2(設置場所A)のハードウェア仕様
表 ３－２－３︓仮想基盤サーバ#2(設置場所A)のハードウェア仕様
CPU︓1プロセッサあたり25コア以上有すること

表 ３－２－２、表 ３－２－３に仮想基盤サーバ#1,#2の必要要件の記載がございます
が、仮想基盤サーバ#1の故障時に仮想基盤サーバ#2へ仮想サーバをマイグレーションさせるな
どの設計はございますでしょうか。

仮想基盤サーバ#1の故障時に仮想基盤サーバ#2へ仮想サーバをマイグレーションする設計はありま
せん。

4 交付図書⑤リース契約書
入札公告（説明書）
様式-4 令和７年度　ファイルサーバシステム機器等賃貸借
作業体制図
仕様書1-4 履行責任者

式-4 作業体制図
《受注者（履行責任者）》
仕様書1-4 履行責任者
受注者は、業務の実施に関し、受注者に代わって監督員の指示、連絡を受ける責任者(以
下「履行責任者」という。)を定め本仕様書４－２－１ 作業計画書の提出
(３)作業体制図(様式６)に明記するものとする。

契約書案は二者間契約のため、受注者がリース会社となった場合、仕様書に記載の通り、受
注者(リース会社)に代わって履行責任者を定める必要がある認識でおります。その場合に、参
加申請時に必須の提出資料である様式-4 作業体制図の《受注者（履行責任者）》の欄に
は、受注者に代わる会社の情報を記載する認識でよろしいでしょうか。

仕様書１－４に記載の通り、履行責任者とは受注者の契約責任者に代わって監督員の指示、連絡
を受ける責任者のことを指します。作業体制図（様式-4）の《受注者（履行責任者）》の欄には、
当該役割を担う受注者に所属する者を記載してください。

5 入札公告(説明書)
4 評価について
(２)加点に関する項目
（ⅰ）情報セキュリティに関する認証（ISMS）の取得有無

履行責任者及び納入作業責任者が所属する組織・部署が、ISMS(情報セキュリティマネジ
メントシステム)認証(ISO27001又はJIS Q 27001)を取得している場合、これを優位に
評価する。なお、評価対象となるのは、競争参加資格確認申請書類の提出期限日が認証
取得の有効期間内に含まれている認証に限る。なお、以下のいずれかに該当する場合、加
点は「０点」とする。
・ 認証の取得を証明する書類の写しが添付されていない・ 認証の取得の有効期間内に競
争参加資格確認申請書類の提出期限日が含まれていない
・ 競争参加資格要件等一覧表のうち競争参加要件に記載の「作業体制図」（様式-
４）に記載の所属組織・部署名が、証明書類に記載されている取得対象の組織・部署に
含まれていない

ISO27001の証明書に記載の部署名は、証明書取得当時の部署名であり、今年度部署名
が変更になり、現在の部署名で証明書更新について手続き中となります。そのため、「作業体制
図」(様式-4)に記載の部署名は新旧の部署名の両方を記載する形でよろしいでしょうか。
加点「0点」の該当として、「「作業体制図」（様式-４）に記載の所属組織・部署名が、証明
書類に記載されている取得対象の部署名に含まれていない」と記載がありましたので念のためご
質問となります。

作業体制図（様式-4）に新旧両方の部署名を記載いただくとともに、認証の取得を証明する書類と
して、旧部署名で取得した証明書に加え、新部署名への更新手続き中であることが確認できる書類を
添付してください。


